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「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」の一部改正等について 

 

出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度は、被保険者等が医療機関等との間に、

出産育児一時金等の支給申請及び受取に係る代理契約を締結の上、出産育児一時金等の額を

限度として、医療機関等が被保険者等に代わって出産育児一時金等の支給申請及び受取を直

接保険者と行うことにより、被保険者等があらかじめまとまった現金を用意した上で医療機

関等の窓口において出産費用を支払う経済的負担の軽減を図っているものであります。 

直接支払制度において、出産を取り扱う医療機関等における専用請求書の支払機関への提

出等は、これまで、被保険者等の加入する保険者の種別及び正常分娩か異常分娩の別に応じ、

被保険者等の加入する保険が国民健康保険である場合、正常分娩、異常分娩の別を問わず、

医療機関等所在地の国保連、被保険者等の加入する保険が国民健康保険以外であり、正常分

娩である場合は医療機関等所在地の国保連、異常分娩である場合は医療機関等所在地の支払

基金に提出することとされていました。 

今般、持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律

（平成 27 年法律第 31 号）等により、保険者は出産育児一時金等の支給に関する事務につい

て社会保険診療報酬支払基金に委託することができることとされたことに伴い、平成 29 年

４月１日より、被保険者等の加入する保険が国民健康保険である場合は、医療機関等所在地

の国保連、被保険者等の加入する保険が国民健康保険以外である場合は、医療機関等所在地

の支払基金、健康保険法第 106 条又は船員保険法第 73 条第２項に該当する被保険者等であ

って、国民健康保険以外の保険者から支給を希望する場合は、医療機関等所在地の支払基金

に提出することとなります。 

また、これに伴う保険者の事務取扱等の変更や出産育児一時金等の代理申請・受取請求に

係る記録条件仕様についての一部も改正されております。 

つきましては、貴会関係会員への周知方、ご高配賜りますようお願い申し上げます。 

 

＜添付資料＞ 

①「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」の一部改正について 

 （平 28.12.16 保発 1216 第 8 号 厚生労働省保険局長） 

②「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様について」の 

一部改正について 

 （平 28.12.16 保保発 1216 第 5 号・保国発 1216 第 6 号 

                厚生労働省保険局保険課長・国民健康保険課長） 



 

 

保 発 1 2 1 6 第 ８ 号 

平成 28 年 12 月 16 日 

 

 

日 本 医 師 会 長  殿 

 

 

厚生労働省保険局長      

（公 印 省 略）  

 

 

「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」の一部改正について 

 

 

標記について、別添のとおり、全国健康保険協会理事長、健康保険組合理事長及び都道

府県知事あて通知したので、貴管下の会員等に対し周知方よろしくお取りはからい願いた

い。 

  



 

 

保 発 1 2 1 6 第 ４ 号 

平成 28 年 12 月 16 日 

 

 

 全国健康保険協会理事長 殿  

  

 

厚生労働省保険局長      

（公 印 省 略）  

 

 

「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」の一部改正について 

 

 

出産育児一時金及び家族出産育児一時金（以下「出産育児一時金等」という）の直接支

払制度の取扱いについては、「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」（平

成 23 年１月31日保発 0131 第２号）別添１「「出産育児一時金等の医療機関等への直接

支払制度」実施要綱」等にて示してきたところであるが、持続可能な医療保険制度を構築

するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成 27年法律第 31号）等により、

保険者は出産育児一時金等の支給に関する事務について社会保険診療報酬支払基金に委

託できることとされたことに伴い、同通知の一部を下記のとおり改正し、平成 29 年４月

１日から実施することとしたので、適切に対応いただくよう、御留意願いたい。 

 

記 

 

「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱の一部を次のとおり改正す

る。 

   

第２の２（２）①中「船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第７３条」を「船員保

険法（昭和１４年法律第７３号）第７３条第２項」に改める。 

第２の２（２）③中「提出先となる支払機関は、」を「専用請求書の提出先となる支払

機関は、」に改め、「及び正常分娩か異常分娩の別」を削る。同ⅰ）中「正常分娩、異常

分娩の別を問わず、」及びⅱ－a）を削る。「ⅱ－ｂ」を「ⅱ」に改め、同中「国民健康

保険以外であり、異常分娩である場合」を「国民健康保険以外である場合」に改める。

同ⅱ）後段に以下の記載を新たに加える。 

ⅲ）  健康保険法第１０６条又は船員保険法第７３条第２項に該当する被保険者等で

あって、国民健康保険以外の保険者から支給を希望する場合…医療機関等所在地

の支払基金に提出する。 

第２の３（３）②中「原則として提出月の翌月７日までに行うものとし、医療機関等

【別 添】 



 

 

への支払いは、原則として提出月の翌月２０日までに行うものとする。」を、「提出月の

１０日までに請求された診療報酬に準じて、保険者への請求及び保険医療機関等への支

払いを行うものとする。」に改める。第２の３（３）中「ただし、各月１０日までに国

保連へ提出された異常分娩に係る専用請求書に係る保険者への請求は、原則として提出

月の翌月 7日までに行うものとし、保険医療機関への支払いは、原則として提出月の翌

月２０日までに行うものとする。」を削る。 

第２の４（１）①中「支払機関から請求のあった月の末日頃を目処に行うものとする。」

を「国保連からの請求に対しては月末頃を目処に、支払基金からの請求に対しては請求

のあった月の翌月４日頃を目処に行うものとする。」に改める。 

第２の４（１）②中「原則として支払機関から請求のあった月の１８日までに行うも

のとする。」を「提出月の１０日までに請求された診療報酬に準じて、支払機関に行う

ものとする。」に改め、「ただし、システム改修の遅れ等により、期日までに支払いが行

われないことについてやむを得ない理由があると認められる場合には、その理由が存す

る間に限り、遅延に係る利息の取扱いについては、支払事務の委託契約の当事者である

保険者、健康保険組合連合会、共済組合連盟又は地方公務員共済組合協議会と国保連又

は国民健康保険中央会との間で別途協議するものとする。」を削る。さらに、第２の４

（１）中「ただし、国保連からの請求に対する支払いは、原則として請求のあった月の

１８日までに行うものとする。」を削る。 

第３の２を削り、第３の３を第３の２とし、第３の４から第３の６を１ずつ繰り上げ

る。 

 

  



 

 

保 発 1 2 1 6 第 ５ 号 

平成 28 年 12 月 16 日 

 

 

 健康保険組合理事長 殿 

 

 

厚生労働省保険局長      

（公 印 省 略）  

 

 

「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」の一部改正について 

 

 

出産育児一時金及び家族出産育児一時金（以下「出産育児一時金等」という）の直接支

払制度の取扱いについては、「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」（平

成 23 年１月31日保発 0131 第３号）別添１「「出産育児一時金等の医療機関等への直接

支払制度」実施要綱」等にて示してきたところであるが、持続可能な医療保険制度を構築

するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成 27年法律第 31号）等により、

保険者は出産育児一時金等の支給に関する事務について社会保険診療報酬支払基金に委

託できることとされたことに伴い、同通知の一部を下記のとおり改正し、平成 29 年４月

１日から実施することとしたので、適切に対応いただくよう、御留意願いたい。 

 

記 

 

「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱の一部を次のとおり改正す

る。 

   

第２の２（２）①中「船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第７３条」を「船員保

険法（昭和１４年法律第７３号）第７３条第２項」に改める。 

第２の２（２）③中「提出先となる支払機関は、」を「専用請求書の提出先となる支払

機関は、」に改め、「及び正常分娩か異常分娩の別」を削る。同ⅰ）中「正常分娩、異常

分娩の別を問わず、」及びⅱ－a）を削る。「ⅱ－ｂ」を「ⅱ」に改め、同中「国民健康

保険以外であり、異常分娩である場合」を「国民健康保険以外である場合」に改める。

同ⅱ）後段に以下の記載を新たに加える。 

ⅲ）  健康保険法第１０６条又は船員保険法第７３条第２項に該当する被保険者等で

あって、国民健康保険以外の保険者から支給を希望する場合…医療機関等所在地

の支払基金に提出する。 

第２の３（３）②中「原則として提出月の翌月７日までに行うものとし、医療機関等

【別 添】 



 

 

への支払いは、原則として提出月の翌月２０日までに行うものとする。」を、「提出月の

１０日までに請求された診療報酬に準じて、保険者への請求及び保険医療機関等への支

払いを行うものとする。」に改める。第２の３（３）中「ただし、各月１０日までに国

保連へ提出された異常分娩に係る専用請求書に係る保険者への請求は、原則として提出

月の翌月 7日までに行うものとし、保険医療機関への支払いは、原則として提出月の翌

月２０日までに行うものとする。」を削る。 

第２の４（１）①中「支払機関から請求のあった月の末日頃を目処に行うものとする。」

を「国保連からの請求に対しては月末頃を目処に、支払基金からの請求に対しては請求

のあった月の翌月４日頃を目処に行うものとする。」に改める。 

第２の４（１）②中「原則として支払機関から請求のあった月の１８日までに行うも

のとする。」を「提出月の１０日までに請求された診療報酬に準じて、支払機関に行う

ものとする。」に改め、「ただし、システム改修の遅れ等により、期日までに支払いが行

われないことについてやむを得ない理由があると認められる場合には、その理由が存す

る間に限り、遅延に係る利息の取扱いについては、支払事務の委託契約の当事者である

保険者、健康保険組合連合会、共済組合連盟又は地方公務員共済組合協議会と国保連又

は国民健康保険中央会との間で別途協議するものとする。」を削る。さらに、第２の４

（１）中「ただし、国保連からの請求に対する支払いは、原則として請求のあった月の

１８日までに行うものとする。」を削る。 

第３の２を削り、第３の３を第３の２とし、第３の４から第３の６を１ずつ繰り上げ

る。 

 

  



 

 

 

保 発 1 2 1 6 第 ６ 号 

平成 28 年 12 月 16 日 

 

   

 都 道 府 県 知 事  殿   

 

 

 

厚生労働省保険局長      

（公 印 省 略）  

 

 

「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」の一部改正について 

 

 

出産育児一時金及び家族出産育児一時金（以下「出産育児一時金等」という）の直接支

払制度の取扱いについては、「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」（平

成 23 年１月31日保発 0131 第４号）別添１「「出産育児一時金等の医療機関等への直接

支払制度」実施要綱」等にて示してきたところであるが、持続可能な医療保険制度を構築

するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成 27年法律第 31号）等により、

保険者は出産育児一時金等の支給に関する事務について社会保険診療報酬支払基金に委

託できることとされたことに伴い、同通知の一部を下記のとおり改正し、平成 29 年４月

１日から実施することとしたので、貴都道府県内の保険者及び関係団体への周知等につき

御配慮願いたい。 

 

記 

 

「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱の一部を次のとおり改正す

る。 

   

第２の２（２）①中「船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第７３条」を「船員保

険法（昭和１４年法律第７３号）第７３条第２項」に改める。 

第２の２（２）③中「提出先となる支払機関は、」を「専用請求書の提出先となる支払

機関は、」に改め、「及び正常分娩か異常分娩の別」を削る。同ⅰ）中「正常分娩、異常

分娩の別を問わず、」及びⅱ－a）を削る。「ⅱ－ｂ」を「ⅱ」に改め、同中「国民健康

保険以外であり、異常分娩である場合」を「国民健康保険以外である場合」に改める。

同ⅱ）後段に以下の記載を新たに加える。 

ⅲ）  健康保険法第１０６条又は船員保険法第７３条第２項に該当する被保険者等で

【別 添】 



 

 

あって、国民健康保険以外の保険者から支給を希望する場合…医療機関等所在地

の支払基金に提出する。 

第２の３（３）②中「原則として提出月の翌月７日までに行うものとし、医療機関等

への支払いは、原則として提出月の翌月２０日までに行うものとする。」を、「提出月の

１０日までに請求された診療報酬に準じて、保険者への請求及び保険医療機関等への支

払いを行うものとする。」に改める。第２の３（３）中「ただし、各月１０日までに国

保連へ提出された異常分娩に係る専用請求書に係る保険者への請求は、原則として提出

月の翌月 7日までに行うものとし、保険医療機関への支払いは、原則として提出月の翌

月２０日までに行うものとする。」を削る。 

第２の４（１）①中「支払機関から請求のあった月の末日頃を目処に行うものとする。」

を「国保連からの請求に対しては月末頃を目処に、支払基金からの請求に対しては請求

のあった月の翌月４日頃を目処に行うものとする。」に改める。 

第２の４（１）②中「原則として支払機関から請求のあった月の１８日までに行うも

のとする。」を「提出月の１０日までに請求された診療報酬に準じて、支払機関に行う

ものとする。」に改め、「ただし、システム改修の遅れ等により、期日までに支払いが行

われないことについてやむを得ない理由があると認められる場合には、その理由が存す

る間に限り、遅延に係る利息の取扱いについては、支払事務の委託契約の当事者である

保険者、健康保険組合連合会、共済組合連盟又は地方公務員共済組合協議会と国保連又

は国民健康保険中央会との間で別途協議するものとする。」を削る。さらに、第２の４

（１）中「ただし、国保連からの請求に対する支払いは、原則として請求のあった月の

１８日までに行うものとする。」を削る。 

第３の２を削り、第３の３を第３の２とし、第３の４から第３の６を１ずつ繰り上げ

る。 

 

 



1 

 

「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱 

 

平成 23年 1月 31日制定 

平成 24年 2月 29日改正 

平成 27 年 1 月 1 日改正 

平成 28 年 12 月 16 日改正 

 

 

第１ 趣旨 

出産育児一時金等（出産育児一時金及び家族出産育児一時金をいう。以下同じ。）の

医療機関等（病院、診療所又は助産所をいう。以下同じ。）への直接支払制度（以下単

に「直接支払制度」という。）は、被保険者等（健康保険若しくは船員保険の被保険者

若しくは被保険者であった者又は国民健康保険の世帯主若しくは組合員をいう。以下同

じ。）が医療機関等との間に、出産育児一時金等の支給申請及び受取に係る代理契約を

締結の上、出産育児一時金等の額を限度として、医療機関等が被保険者等に代わって出

産育児一時金等の支給申請及び受取を直接保険者と行うことにより、被保険者等があら

かじめまとまった現金を用意した上で医療機関等の窓口において出産費用を支払う経

済的負担の軽減を図るものである。 

 

第２  直接支払制度の運用方法 

直接支払制度は、次の２～４に掲げる事務を関係者（医療機関等、支払機関（国民健

康保険団体連合会（以下「国保連」という。）及び社会保険診療報酬支払基金（以下「支

払基金」という。）をいう。以下同じ。）及び保険者）が実施することを通じ、当該医療

機関等から被保険者等又はその被扶養者（国民健康保険の世帯主及び組合員以外の被保

険者を含む。以下同じ。）に対し請求される出産費用について、保険者が当該医療機関

等に対し出産育児一時金等を直接支払うことをその内容とする。 

 

１  対象者 

    平成２３年４月１日以降の出産に係る出産育児一時金等の受給権を有する被保

険者等（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２２条に規定する助産施設に

おいて助産の実施を受ける者及び福祉事業として保険者により実施されている出

産のために必要な費用に係る資金の貸付を受ける者を除く。）を対象とする。 

 

２  出産を取り扱う医療機関等における事務等 

  (1)  申請・受取に係る代理契約の締結等 

医療機関等は、被保険者等又はその被扶養者の出産に関し、当該医療機関等を
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退院（医師又は助産師の往診による出産の場合にあっては、その医学的管理を離

れるときをいう。以下同じ。）するまでの間に、直接支払制度について被保険者

等又はその被扶養者に十分に説明した上で、直接支払制度を利用するか意思確認

をする。 

確認に当たっては、次の①～④に掲げる旨について書面により被保険者等の合

意を得るものとする。当該書面は２通作成するものとし、１通は被保険者等又は

その被扶養者に手交し、１通は医療機関等において保管する。（医療機関等にお

ける保管期間は、出産育児一時金等の請求に係る消滅時効に照らし、出産日から

最低でも２年とする。） 

①  保険者に対し、被保険者等の名において出産育児一時金等の申請を代わって

行う旨並びに申請先となる保険者の名称 

②  保険者が被保険者等に対して支給する出産育児一時金等の額（４２万円（公

益財団法人日本医療機能評価機構が運営する産科医療補償制度に加入する医

療機関等の医学的管理下における在胎週数２２週に達した日以後の出産（死産

を含む。以下「加算対象出産」という。）でない場合にあっては４０万４千円））

を限度として、医療機関等が被保険者等に代わって出産育児一時金等を受け取

る旨及び出産育児一時金等の額を超えた出産費用については、別途被保険者等

又はその被扶養者が医療機関等の窓口で支払う必要がある旨 

③  医療機関等が被保険者等に代わって出産育児一時金等を受け取った額の範

囲で、保険者から被保険者等へ出産育児一時金等の支給があったものとみなさ

れる旨 

④  現金等で出産費用を医療機関等に即時支払う等の理由により直接支払制度

を利用せず、被保険者等が別途保険者に対して出産育児一時金等の支給申請を

行うことは、妨げられるものでない旨 

なお、被保険者等又はその被扶養者の転院等により、契約を締結した医療機関

等において出産がなされなかった場合においては、当該代理契約は無効となり、

転院等する先の医療機関等において、直接支払制度の利用を希望する場合は、新

たに代理契約を締結する必要がある。 

 

(2)  入退院時の事務 

①  被保険者証の窓口提示等 

被保険者等又は被扶養者は、入院（医師又は助産師の往診による出産の場合

にあっては、その医学的管理に入るときをいう。以下同じ。）する際に、被保

険者証（被保険者資格証明書又は日雇特例被保険者の受給資格者票を含む。以

下同じ。）を提示すること。 

なお、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第１０６条又は船員保険法（昭
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和１４年法律第７３号）第７３条第２項の規定に基づき、既に資格を喪失した

健康保険又は船員保険からの出産育児一時金等の支給を希望する者について

は、現在加入する保険者から発行された被保険者証に併せて別途定める資格喪

失等を証明する書類を提示すること。 

保険医療機関にあっては、妊婦健診などの際の医師の判断により、異常分娩

（分娩に係る異常が発生し、鉗子娩出術、吸引娩出術、帝王切開術等の産科手

術又は処置等が行われるものをいう。以下同じ。）による、入院、産科手術等

が療養の給付（家族療養費を含む。以下同じ。）の対象となる可能性が高いと

認められる場合にあっては、あらかじめ被保険者等又はその被扶養者に対し、

加入する保険者から限度額適用認定証（限度額適用・標準負担額減額認定証を

含む。以下同じ。）を入手するよう勧奨されたいこと。また、入院した後に療

養の給付の対象となった場合にあっては、退院時までにこれを入手するよう勧

奨されたいこと。 

② 費用の内訳を記した明細書の交付等 

     直接支払制度を用いる医療機関等は、要した出産費用について、４２万円（加

算対象出産でない場合にあっては４０万４千円）を上回るときに限り、当該上

回った額について被保険者等又はその被扶養者に退院時に請求する。 

     直接支払制度を用いる場合には、要した出産費用については、被保険者等が

出産育児一時金等の差額分を早期に受け取ることができるなどの利便性の観

点から、少なくとも以下の事項を明らかにした明細書に、加算対象出産の場合

には、所定の印を押印の上、退院時に被保険者等又はその被扶養者に手交する

ものとする。ただし、被保険者等又はその被扶養者の求めに応じて、費用の内

訳を明らかにした明細書の手交に努められたいこと。 

・  出産年月日 

・  出産児数 

・  入院実日数 

・ 出産費用の合計額（妊婦合計負担額）及び医療機関等が代理して受け取る

額（代理受領額） 

・  別紙に定める出産育児一時金等代理申請・受取請求書（以下「専用請求書」

という。）に記載される妊婦合計負担額及び代理受領額と相違ない旨 

また、直接支払制度を用いていない場合には、退院時に被保険者等又はその

被扶養者に手交する領収書に、直接支払制度を用いていない旨を記載するもの

とする。 

③ 専用請求書の支払機関への提出等 

直接支払制度を用いる医療機関等は、専用請求書により、原則として被保険

者等の加入する保険者ごとに所定事項を記載の上、保険者から支払事務の委託
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を受けた支払機関に対し、光ディスク等による CSV 情報又は紙媒体により提

出する。光ディスク等による提出等に必要な記録条件仕様等は、別に示す。な

お、専用請求書に記載すべき主な事項の内容は以下のとおりとする。 

a) 入院料…妊婦に係る室料、食事料。保険診療に係る入院基本料及び入院時

食事療養費はこれに含まれない。 

b) 室料差額…妊婦の選定により、差額が必要な室に入院した場合の当該差額。 

c) 分娩介助料…異常分娩時の医師等による介助その他の費用。正常分娩時に

は「－」（ハイフン）とする。 

d) 分娩料…正常分娩（分娩が療養の給付の対象とならなかった場合）の、医

師・助産師の技術料及び分娩時の看護・介助料（分娩時の助産及

び助産師管理料、分娩時の安全確保に係るものを含む。）。異常分

娩時には「－」（ハイフン）とする。 

e)  新生児管理保育料…新生児に係る管理・保育に要した費用をいい、新生児

に係る検査・薬剤・処置・手当（在宅における新生児

管理・ケアを含む。）に要した相当費用を含める。新

生児について療養の給付の対象となった場合、これに

含まれない。 

f) 検査・薬剤料…妊婦（産褥期も含む。）に係る検査・薬剤料をいう。療養の

給付の対象となった場合、これに含まれない。 

g) 処置・手当料…妊婦（産褥期も含む。）に係る医学的処置や保健指導、乳

房 管理指導料、産褥期の母体ケア（在宅におけるものを

含む。）等に要した費用をいう。療養の給付の対象となっ

た場合、これに含まれない。 

h) 産科医療補償制度…産科医療補償制度の掛金相当費用をいう。 

i) その他…文書料、材料費及び医療外費用（お祝い膳等）等、a)～h)に含ま 

れない費用をいう。 

j) 一部負担金等…異常分娩となった場合の一部負担金及び入院時食事療養費

の食事療養標準負担額をいう。被保険者等又はその被扶養

者より限度額適用認定証の提示があった場合は、「一部負担

金等」として現に窓口で請求することとなる額を記載する

ものとする。 

k) 妊婦合計負担額…直接支払制度の利用の有無にかかわらず、実際に被保険

者等又はその被扶養者に請求することとなる実費をい

う。 

l) 代理受取額…直接支払制度により、被保険者等が加入する保険者に被保険

者等に代わり請求し、代理して受け取る額をいう。実費が４
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２万円（加算対象出産でない場合、４０万４千円）の範囲内

で収まった場合にはその実費を記載し、超えた場合には４２

万円又は４０万４千円が記載額となる。 

 

また、専用請求書の提出の時期は、正常分娩か異常分娩の別に応じ、次のと

おりとする。 

ア 正常分娩に係る専用請求書の提出は、次のとおりとする。 

ⅰ） 出産後退院した日の属する月の翌月１０日までに到達するよう提出

する。ただし、退院した日の属する月の１０日までに専用請求書を作

成できるときは、退院した日の属する月の１０日までに到達するよう

提出することができる。 

ⅱ） 上記のほか、光ディスク等によるCSV情報により提出する場合は、

出産後退院した日の属する月の２５日までに到達するよう提出する

ことができる。 

イ 異常分娩に係る専用請求書の提出は、出産後退院した日の属する月の翌

月１０日までに到達するよう提出する。 

 

専用請求書の提出先となる支払機関は、被保険者等の加入する保険者の種別

に応じ、次のとおりとする。 

ⅰ） 被保険者等の加入する保険が国民健康保険である場合…医療機関等所

在地の国保連に提出する。 

ⅱ）  被保険者等の加入する保険が国民健康保険以外である場合…医療機関

等所在地の支払基金に提出する。 

 ⅲ）  健康保険法第１０６条又は船員保険法第７３条第２項に該当する被保

険者等であって、国民健康保険以外の保険者から支給を希望する場合…

医療機関等所在地の支払基金に提出する。 

 

３ 支払機関における事務 

(1) 保険者との支払業務委託契約の締結 

支払機関は、各保険者と直接支払に係る業務委託契約を締結する。 

 

(2) 専用請求書に係る支給要件等確認事務 

保険者から支払事務の委託を受けた支払機関は、各医療機関等から提出され

た専用請求書について、出産数、在胎週数等記載事項の確認を行い、請求額等

が適正か否かの確認作業を保険者に代わり行う。 

専用請求書の記載内容について支払機関は審査を行うものでなく、記載内容
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に不備があった場合は、医療機関等に返戻することとなる。 

 

(3) 保険者への請求及び医療機関等への支払事務 

支払機関は、(2)の事務に係るとりまとめを行った上で、各保険者に出産育児一

時金等の医療機関等への支払いに要する費用の請求を、保険者の体制に応じ、紙

媒体又は光ディスク等媒体の送付を通じて行う。 

専用請求書の確認等のみで適正な支払を行うことができる正常分娩について

は、保険者への請求及び医療機関等への支払いは、次のとおりとする。 

① ２（２）③アⅰ)により、各月１０日までに提出された専用請求書（以下「１

０日提出分」という。）に係る保険者への請求は、医療機関等から専用請求書

の提出があった月（以下「提出月」という。）の２０日頃、医療機関等への支

払いは、その翌月の５日頃を目処に行うものとする。 

② ２（２）③アⅱ)により、各月２５日までに提出された専用請求書（以下「２

５日提出分」という。）に係る保険者への請求は、提出月の１０日までに請求

された診療報酬に準じて、保険者への請求及び保険医療機関等への支払いを行

うものとする。 

また、異常分娩に係る専用請求書に係る保険医療機関への支払いは、一部負担

金等との突合の必要性等から、提出月の１０日までに請求された診療報酬に準じ

て、保険者への請求及び保険医療機関への支払いを行う。 

 

４ 保険者における事務 

(1) 支払機関からの請求に対する支払い等 

支払機関に対し支払事務の委託をした保険者は、３（３）によりなされる支

払機関からの請求について、その内容を確認の上、次のとおり、正常分娩に係

る支払いを行う。 

① １０日提出分に係る支払機関への支払いは、国保連からの請求に対しては

月末頃を目処に、支払基金からの請求に対しては請求のあった月の翌月４日

頃を目処に行うものとする。 

② ２５日提出分に係る支払機関への支払いは、提出月の１０日までに請求さ

れた診療報酬に準じて、支払機関に行うものとする。 

また、異常分娩に係る支払いは、提出月の１０日までに請求された診療報酬

に準じて、支払機関に行うものとする。 

 

(2) 医療機関等からの請求額が出産育児一時金等として支給すべき額未満であ

る場合の被保険者等への支払い等 

医療機関等が請求した代理受取額が、４２万円（加算対象出産でない場合に



7 

 

あっては４０万４千円）未満の場合、これらの額と代理受取額の差額を被保険

者等に対し支払うものとする。 

この場合において保険者は、被保険者等に対し、差額の支給申請ができる旨

のお知らせを、出産育児一時金等の支給決定通知書に併記するなどの方法によ

り、確実に行うものとする。 

なお、差額の支給に当たっては、支払機関より送付される請求明細書や専用

請求書等を確認することが必須となるが、直接支払制度においては、専用請求

書等が保険者に到達するのが出産月から１～２ヶ月後とならざるを得ないため、

被保険者等の経済的負担を軽減する現金給付である制度趣旨に照らし、２（２）

②に規定する明細書等により、直接支払制度を利用していること及び出産にか

かった実費が確認できた場合は、専用請求書の到達を待たずとも、必要に応じ

差額の振込先を記した書面の提出を求めること等を通じ、当該差額を被保険者

等に早期支給するものとする。 

 

(3) 直接支払制度を利用しなかった被保険者等への対応 

直接支払制度を利用しなかった被保険者等に係る出産育児一時金等の支給に

ついては、被保険者等からの申請に基づき支給を行うものとする。 

なお、直接支払制度を利用したにもかかわらず、被保険者等が、同一又は他の

保険者に対し出産育児一時金等の支給を重複して申請すること等が考えられる

が、出産育児一時金等の早期支給及び二重給付の防止を図る観点から、出産育児

一時金等の支給を申請する被保険者等が、既に直接支払制度を利用していないか

又は他の保険者に対して重複申請をしていないかを保険者において判断するこ

とが可能となるよう、健康保険法施行規則（大正１５年内務省令第３６号）第８

６条第２項第２号等において、支給申請書に、直接支払制度を利用していないこ

とを証する書類等を添付することとしているので、保険者は、これらの書類の確

認により、適正な保険給付に努められたい。 

また、保険者独自の付加給付等、出産を要件とした４２万円（加算対象出産で

ない場合にあっては４０万４千円）を超える給付を行っている場合にあっては、

当該超える給付に係る専用の申請書を設ける等、保険者の実情に応じ所要の体制

整備を図られたい。 

 

第３ その他留意事項 

１ 異常分娩に係る出産費用に関し、専用請求書に記載された「一部負担金等」記載

額との突合を行う必要があるため、直接支払制度を利用する保険医療機関は、当該

異常分娩に係る診療報酬明細書について、特記事項に「２５出産」と記載して支払

機関に提出すること。 
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なお、この措置は、レセプトのオンラインによる請求が普及し、異常分娩か否か

の識別が診療行為コードの確認を通じて特記事項なしで判断できるようになるま

での暫定的措置である。 

 

２ 福祉事業として実施されている出産のために必要な費用に係る資金の貸付けを

行っている保険者に対し、被保険者等より貸付けの申込みがあった場合には、直接

支払制度の周知、被保険者等又はその被扶養者が出産を予定している医療機関等へ

の必要な照会等、被保険者等の個別の実情に応じた対応をされたい。 

 

３ 児童福祉法第２２条に規定する助産施設における助産の実施を決定した都道府

県又は市町村は、助産施設に出産育児一時金等の直接支払制度の利用はできない旨

を連絡するとともに、被保険者等が加入する保険者に対しても、当該被保険者等又

はその被扶養者が助産の実施を受けるため、助産施設から直接支払制度による請求

はできず、被保険者等から従来の方法により申請がなされる旨を連絡するなど、配

慮されたい。 

 

４ 直接支払制度を導入している医療機関等における出産であっても、直接支払制度

を利用するかどうかは、被保険者等に十分に説明した上で、合意により、被保険者

等が選択するものであること。 

 

５ 医療機関等においては、直接支払制度の導入が義務付けられるものではないが、

第１の趣旨に鑑み、特段の支障のない限り、被保険者等の希望に沿うように努めら

れたいこと。 

 

 



「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」（平成23年１月31日保発0131第２～４号）別添１「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払
制度」実施要綱

新 旧 対 照 表

改 正 後 現 行

第２ 直接支払制度の運用方法 第２ 直接支払制度の運用方法
（略） （略）

１ （略） １ （略）
２ 出産を取り扱う医療機関等における事務等 ２ 出産を取り扱う医療機関等における事務等
（1） （略） （1） （略）
（2） 入退院時の事務 （2） 入退院時の事務

① 被保険者証の窓口提示等 ① 被保険者証の窓口提示等
被保険者等又は被扶養者は、入院（医師又は助産師の往 被保険者等又は被扶養者は、入院（医師又は助産師の往
診による出産の場合にあっては、その医学的管理に入ると 診による出産の場合にあっては、その医学的管理に入ると
きをいう。以下同じ。）する際に、被保険者証（被保険者資 きをいう。以下同じ。）する際に、被保険者証（被保険者資
格証明書又は日雇特例被保険者の受給資格者票を含む。以 格証明書又は日雇特例被保険者の受給資格者票を含む。以
下同じ。）を提示すること。 下同じ。）を提示すること。
なお、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第１０６ なお、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第１０６
条又は船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第７３条第 条又は船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第７３条の
２項の規定に基づき、既に資格を喪失した健康保険又は船 規定に基づき、既に資格を喪失した健康保険又は船員保険
員保険からの出産育児一時金等の支給を希望する者につい からの出産育児一時金等の支給を希望する者については、
ては、現在加入する保険者から発行された被保険者証に併 現在加入する保険者から発行された被保険者証に併せて別
せて別途定める資格喪失等を証明する書類を提示すること。 途定める資格喪失等を証明する書類を提示すること。
保険医療機関にあっては、妊婦健診などの際の医師の判 保険医療機関にあっては、妊婦健診などの際の医師の判

断により、異常分娩（分娩に係る異常が発生し、鉗子娩出 断により、異常分娩（分娩に係る異常が発生し、鉗子娩出
術、吸引娩出術、帝王切開術等の産科手術又は処置等が行 術、吸引娩出術、帝王切開術等の産科手術又は処置等が行
われるものをいう。以下同じ。）による、入院、産科手術等 われるものをいう。以下同じ。）による、入院、産科手術等
が療養の給付（家族療養費を含む。以下同じ。）の対象とな が療養の給付（家族療養費を含む。以下同じ。）の対象とな
る可能性が高いと認められる場合にあっては、あらかじめ る可能性が高いと認められる場合にあっては、あらかじめ
被保険者等又はその被扶養者に対し、加入する保険者から 被保険者等又はその被扶養者に対し、加入する保険者から
限度額適用認定証（限度額適用・標準負担額減額認定証を 限度額適用認定証（限度額適用・標準負担額減額認定証を
含む。以下同じ。）を入手するよう勧奨されたいこと。また、 含む。以下同じ。）を入手するよう勧奨されたいこと。また、
入院した後に療養の給付の対象となった場合にあっては、 入院した後に療養の給付の対象となった場合にあっては、
退院時までにこれを入手するよう勧奨されたいこと。 退院時までにこれを入手するよう勧奨されたいこと。

② （略） ② （略）
③ 専用請求書の支払機関への提出等 ③ 専用請求書の支払機関への提出等

（略） （略）
専用請求書の提出先となる支払機関は、被保険者等の加 提出先となる支払機関は、被保険者等の加入する保険者

入する保険者の種別に応じ、次のとおりとする。 の種別及び正常分娩か異常分娩の別に応じ、次のとおりと
ⅰ) 被保険者等の加入する保険が国民健康保険である場 する。



合…医療機関等所在地の国保連に提出する。 i) 被保険者等の加入する保険が国民健康保険である場
ⅱ) 被保険者等の加入する保険が国民健康保険以外であ 合…正常分娩、異常分娩の別を問わず、医療機関等所
る場合…医療機関等所在地の支払基金に提出する。 在地の国保連に提出する。

ⅲ) 健康保険法第１０６条又は船員保険法第７３条第２ ii-a) 被保険者等の加入する保険が国民健康保険以外であり、
項に該当する被保険者等であって、国民健康保険以外 正常分娩である場合…医療機関等所在地の国保連に提出す
の保険者から支給を希望する場合…医療機関等所在地 る。
の支払基金に提出する。 ii-b) 被保険者等の加入する保険が国民健康保険以外であり、

異常分娩である場合…医療機関等所在地の支払基金に提出
する。

３ 支払機関における事務 ３ 支払機関における事務
（1） （略） （1） （略）
（2） （略） （2） （略）
（3） （略） （3） （略）

① （略） ① （略）
② ２（２）③アⅱ)により、各月２５日までに提出された ② ２（２）③アⅱ)により、各月２５日までに提出された
専用請求書（以下「２５日提出分」という。）に係る保険 専用請求書（以下「２５日提出分」という。）に係る保険
者への請求は、提出月の１０日までに請求された診療報 者への請求は、原則として提出月の翌月７日までに行う
酬に準じて、保険者への請求及び保険医療機関等への支 ものとし、医療機関等への支払いは、原則として提出月
払いを行うものとする。 の翌月２０日までに行うものとする。
また、異常分娩に係る専用請求書に係る保険医療機関へ また、異常分娩に係る専用請求書に係る保険医療機関へ

の支払いは、一部負担金等との突合の必要性等から、提出 の支払いは、一部負担金等との突合の必要性等から、提出
月の１０日までに請求された診療報酬に準じて、保険者へ 月の１０日までに請求された診療報酬に準じて、保険者へ
の請求及び保険医療機関への支払いを行う。 の請求及び保険医療機関への支払いを行う。ただし、各月

１０日までに国保連へ提出された異常分娩に係る専用請求
書に係る保険者への請求は、原則として提出月の翌月７日
までに行うものとし、保険医療機関への支払いは、原則と
して提出月の翌月２０日までに行うものとする。

４ 保険者における事務 ４ 保険者における事務
（1） （略） （1） （略）

① １０日提出分に係る支払機関への支払いは、国保連か ① １０日提出分に係る支払機関への支払いは、支払機関か
らの請求に対しては月末頃を目処に、支払基金からの請 ら請求のあった月の末日頃を目処に行うものとする。
求に対しては請求のあった月の翌月４日頃を目処に行う ② ２５日提出分に係る支払機関への支払いは、原則として
ものとする。 支払機関からの請求のあった月の１８日までに行うものと

② ２５日提出分に係る支払機関への支払いは、提出月の する。ただし、システム改修の遅れ等により、期日までに
１０日までに請求された診療報酬に準じて、支払機関に 支払いが行われないことについてやむを得ない理由がある
行うものとする。 と認められる場合には、その理由が存する間に限り、遅延
また、異常分娩に係る支払いは、提出月の１０日までに に係る利息の取扱いについては、支払事務の委託契約の当

請求された診療報酬に準じて、支払機関に行うものとする。 事者である保険者、健康保険組合連合会、共済組合連盟又



（2） （略） は地方公務員共済組合協議会と国保連又は国民健康保険中
（3） （略） 央会との間で別途協議するものとする。

また、異常分娩に係る支払いは、提出月の１０日までに請
求された診療報酬に準じて、支払機関に行うものとする。た
だし、国保連からの請求に対する支払いは、原則として請求
のあった月の１８日までに行うものとする。

（2） （略）
（3） （略）

第３ その他留意事項 第３ その他留意事項
１ （略） １ （略）
２ 福祉事業として実施されている出産のために必要な費用に係る ２ 平成２３年４月１日前の出産に係る出産育児一時金等の支給申
資金の貸付けを行っている保険者に対し、被保険者等より貸付け 請及び受取であっても、平成２３年４月１日以降については、本
の申込みがあった場合には、直接支払制度の周知、被保険者等又 実施要綱に基づき、支給申請及び受取を行うことができること。
はその被扶養者が出産を予定している医療機関等への必要な照会 ３ 福祉事業として実施されている出産のために必要な費用に係る
等、被保険者等の個別の実情に応じた対応をされたい。 資金の貸付けを行っている保険者に対し、被保険者等より貸付け

３ 児童福祉法第２２条に規定する助産施設における助産の実施を の申込みがあった場合には、直接支払制度の周知、被保険者等又
決定した都道府県又は市町村は、助産施設に出産育児一時金等の はその被扶養者が出産を予定している医療機関等への必要な照会
直接支払制度の利用はできない旨を連絡するとともに、被保険者 等、被保険者等の個別の実情に応じた対応をされたい。
等が加入する保険者に対しても、当該被保険者等又はその被扶養 ４ 児童福祉法第２２条に規定する助産施設における助産の実施を
者が助産の実施を受けるため、助産施設から直接支払制度による 決定した都道府県又は市町村は、助産施設に出産育児一時金等の
請求はできず、被保険者等から従来の方法により申請がなされる 直接支払制度の利用はできない旨を連絡するとともに、被保険者
旨を連絡するなど、配慮されたい。 等が加入する保険者に対しても、当該被保険者等又はその被扶養

４ 直接支払制度を導入している医療機関等における出産であって 者が助産の実施を受けるため、助産施設から直接支払制度による
も、直接支払制度を利用するかどうかは、被保険者等に十分に説 請求はできず、被保険者等から従来の方法により申請がなされる
明した上で、合意により、被保険者等が選択するものであること。 旨を連絡するなど、配慮されたい。

５ 医療機関等においては、直接支払制度の導入が義務付けられる ５ 直接支払制度を導入している医療機関等における出産であって
ものではないが、第１の趣旨に鑑み、特段の支障のない限り、被 も、直接支払制度を利用するかどうかは、被保険者等に十分に説
保険者等の希望に沿うように努められたいこと。 明した上で、合意により、被保険者等が選択するものであること。

６ 医療機関等においては、直接支払制度の導入が義務付けられる
ものではないが、第１の趣旨に鑑み、特段の支障のない限り、被
保険者等の希望に沿うように努められたいこと。



 

 

保 保 発 1 2 1 6 第 ５ 号 

保 国 発 1 2 1 6 第 ６ 号 

平成 28 年 12 月 16 日 

 

 

 日 本 医 師 会 長  殿 

 

 

厚 生 労 働 省 保 険 局 保 険 課 長 

（公 印 省 略） 

厚生労働省保険局国民健康保険課長 

（公 印 省 略） 

 

 

「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様について」の一部改正につ

いて 

 

 

標記について、別添のとおり、全国健康保険協会理事長、健康保険組合理事長及び都道

府県あて通知したので、貴管下の会員等に対し周知方よろしくお取りはからい願いたい。 

  



 

 

保 保 発 1 2 1 6 第 １ 号 

保 国 発 1 2 1 6 第 ２ 号 

平成 28 年 12 月 16 日 

 

 

 全国健康保険協会理事長 殿 

 

 

厚 生 労 働 省 保 険 局 保 険 課 長 

（公 印 省 略） 

厚生労働省保険局国民健康保険課長 

（公 印 省 略） 

 

 

 

「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様について」の一部改正につ

いて 

 

出産育児一時金の直接支払制度の取扱いについては、「「出産育児一時金等の支給申請

及び支払方法について」の一部改正について」（平成 28年 12月 16日保発 1216 第４号）

にて「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」（平成 23年１月 31日保発 0131

第２号）別添１「「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱」の一部

を改正し、平成 29 年４月１日から実施することとしたところである。 

これを踏まえ、「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様について」

（平成 21 年８月24日保保発 0824 第１号、保国発0824 第１号）別添「出産育児一時金等

の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様」の一部を下記のとおり改正し、平成 29年４月

１日から実施することとしたので、適切に対応いただくよう、ご留意願いたい。 

 

記 

 

１．「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様（医療機関等－支払機

関）」の一部を次のとおり改正する。 

表紙「＜支払早期化対応分＞」を削る。 

２の２．１（４）の項番２における「内容」中の「１（支払基金）」を「１（支払

基金・支払基金２５日請求分）」に改める。 

 

２．「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様（保険者－支払機関）」

の一部を次のとおり改正する。 

表紙「＜支払早期化対応分＞」を削る。 

【別 添】 



 

 

２の２．１（４）の項番２における「内容」中の「１（支払基金）、２（国保連合

会）、３（国保連合会２５日請求分）を設定する。」を以下のとおりに改める。 

 

番号 支払基金 国保連 

１ 異常分娩請求分 ― 

２ 正常分娩 10 日請求分 10 日請求分 

３ 正常分娩 25 日請求分 25 日請求分 

 

２.１（４）レコードフォーマット中の項番７における「内容」中の「※ 支払機関

から保険者への請求年月を設定する。ただし、以下２.２データレコードの「請求年月」

については、支払基金は、「出産年月」を記録する。国保連合会は、医療機関等から医

療機関等が支払機関に請求書の提出をした年月を記録する。」を削る。 

２.２.２出産育児一時金等請求書情報中の項番２における「備考」中の「※ 支払基

金「出産年月」を記録する。※国保連合会」を削る。 

 

 

  



 

 

保 保 発 1 2 1 6 第 ２ 号 

保 国 発 1 2 1 6 第 ３ 号 

平成 28 年 12 月 16 日 

 

 

 健康保険組合理事長 殿 

 

 

 

厚 生 労 働 省 保 険 局 保 険 課 長 

（公 印 省 略） 

厚生労働省保険局国民健康保険課長 

（公 印 省 略） 

 

 

「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様について」の一部改正につ

いて 

 

出産育児一時金の直接支払制度の取扱いについては、「「出産育児一時金等の支給申請

及び支払方法について」の一部改正について」（平成 28年 12月 16日保発 1216 第５号）

にて「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」（平成 23年１月 31日保発 0131

第３号）別添１「「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱」の一部

を改正し、平成 29 年４月１日から実施することとしたところである。 

これを踏まえ、「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様について」

（平成 21 年８月24日保保発 0824 第１号、保国発0824 第１号）別添「出産育児一時金等

の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様」の一部を下記のとおり改正し、平成 29年４月

１日から実施することとしたので、適切に対応いただくよう、ご留意願いたい。 

 

記 

 

１．「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様（医療機関等－支払機

関）」の一部を次のとおり改正する。 

表紙「＜支払早期化対応分＞」を削る。 

２の２．１（４）の項番２における「内容」中の「１（支払基金）」を「１（支払

基金・支払基金２５日請求分）」に改める。 

 

２．「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様（保険者－支払機関）」

の一部を次のとおり改正する。 

表紙「＜支払早期化対応分＞」を削る。 

【別 添】 



 

 

２の２．１（４）の項番２における「内容」中の「１（支払基金）、２（国保連合

会）、３（国保連合会２５日請求分）を設定する。」を以下のとおりに改める。 

 

番号 支払基金 国保連 

１ 異常分娩請求分 ― 

２ 正常分娩 10 日請求分 10 日請求分 

３ 正常分娩 25 日請求分 25 日請求分 

 

２.１（４）レコードフォーマット中の項番７における「内容」中の「※ 支払機関

から保険者への請求年月を設定する。ただし、以下２.２データレコードの「請求年月」

については、支払基金は、「出産年月」を記録する。国保連合会は、医療機関等から医

療機関等が支払機関に請求書の提出をした年月を記録する。」を削る。 

２.２.２出産育児一時金等請求書情報中の項番２における「備考」中の「※ 支払基

金「出産年月」を記録する。※国保連合会」を削る。 

 

 

  



 

 

保 保 発 1 2 1 6 第 ３ 号 

保 国 発 1 2 1 6 第 ４ 号 

平成 28 年 12 月 16 日 

 

 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）長 殿 

  

 

厚 生 労 働 省 保 険 局 保 険 課 長 

（公 印 省 略） 

厚生労働省保険局国民健康保険課長 

（公 印 省 略） 

 

 

「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様について」の一部改正につ

いて 

 

出産育児一時金の直接支払制度の取扱いについては、「「出産育児一時金等の支給申請

及び支払方法について」の一部改正について」（平成 28年 12月 16日保発 1216 第６号）

にて「出産育児一時金等の支給申請及び支払方法について」（平成 23年１月 31日保発 0131

第４号）別添１「「出産育児一時金等の医療機関等への直接支払制度」実施要綱」の一部

を改正し、平成 29 年４月１日から実施することとしたところである。 

これを踏まえ、「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様について」

（平成 21 年８月24日保保発 0824 第３号、保国発0824 第３号）別添「出産育児一時金等

の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様」の一部を下記のとおり改正し、平成 29年４月

１日から実施することとしたので、貴都道府県内の保険者への周知及びその円滑な運用に

つき御配慮願いたい。 

 

記 

 

１．「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様（医療機関等－支払機

関）」の一部を次のとおり改正する。 

表紙「＜支払早期化対応分＞」を削る。 

２の２．１（４）の項番２における「内容」中の「１（支払基金）」を「１（支払

基金・支払基金２５日請求分）」に改める。 

 

２．「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様（保険者－支払機関）」

の一部を次のとおり改正する。 

【別 添】 



 

 

表紙「＜支払早期化対応分＞」を削る。 

２の２．１（４）の項番２における「内容」中の「１（支払基金）、２（国保連合

会）、３（国保連合会２５日請求分）を設定する。」を以下のとおりに改める。 

 

番号 支払基金 国保連 

１ 異常分娩請求分 ― 

２ 正常分娩 10 日請求分 10 日請求分 

３ 正常分娩 25 日請求分 25 日請求分 

 

２.１（４）レコードフォーマット中の項番７における「内容」中の「※ 支払機関

から保険者への請求年月を設定する。ただし、以下２.２データレコードの「請求年月」

については、支払基金は、「出産年月」を記録する。国保連合会は、医療機関等から医

療機関等が支払機関に請求書の提出をした年月を記録する。」を削る。 

２.２.２出産育児一時金等請求書情報中の項番２における「備考」中の「※ 支払基

金「出産年月」を記録する。※国保連合会」を削る。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（医療機関等 － 支払機関） 

 

 

 

 

 

平成２２年７月制定 

平成２８年 12 月改正 

 

 

厚 生 労 働 省 

 

出産育児一時金等の代理申請・受取 

請求に係る記録条件仕様 
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１ データ交換の種類 

 病院、診療所又は助産所（以下「医療機関等」という。）と支払機関（国民健康保険団体連合会（以

下「国保連」という。）及び社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）をいう。以下同

じ。）との間で、交換情報の授受を実現するためのデータ交換方式は次の通りである。 

・ MO（マグネットオプティカルディスク）によるデータ交換 

・ CD-R（コンパクトディスク）によるデータ交換 

・ FD（フロッピーディスク）によるデータ交換 

２ インタフェース仕様 

２．１交換情報の仕様 

（１）媒体仕様 

ア ＭＯ（マグネットオプティカルディスク） 

（ア） 媒体及び物理フォーマット 

ＪＩＳＸ６２７５－１９９７に適合する９０ｍｍ２３０ＭＢ又はＪＩＳＸ６２７７－１９

９８に適合する９０ｍｍ６４０ＭＢの光ディスクを使用する。 

（イ） 論理フォーマット 

光ディスクの論理フォーマットはＪＩＳＸ０６０５－１９９７に規定する情報記録方式に

準拠する。 

（ウ） ファイル構成 

光ディスクのファイル構成は以下に規定するものを除きＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準

拠する。 

ａ ルートディレクトリのディレクトリ項目は以下のとおりとする。 

（ａ） ボリュームラベル項目の有無は任意とする。 

（ｂ） サブディレクトリ指示項目はあってはならない。 

（ｃ） ディレクトリ項目のうち使用中のファイル項目を以下に示す。 

ファイル名は点数表コード（１桁）＋医療機関コード（７桁）とし、拡張名を”UKE”

とする。 

ただし、点数表コード（別表２）の３（医科２５日請求分）、４（助産所２５日請

求分）については、ファイル名のみ使用するものとする。 

文字位置 名 前 内 容 

１ 名前（１桁目） 点数表コード（保険医療機関が使用する点数

表コード（別表２））を記録する。 

２～８ 名前（２～８桁目） 医療機関コード（保険医療機関について定め

られた医療機関コードを記録する。） 

助産所にあっては、別に付番するコードを医

療機関コードに準じて取り扱う。以下同じ。 

９～１１ 拡張名 “UKE” 

１２ 属性 (00)又は(20) 

１３～２２ 予約 ＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準拠 

２３～２４ 記録時刻 ＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準拠 

２５～２６ 記録日付 ＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準拠 
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２７～２８ 先頭クラスタ番号 ＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準拠 

２９～３２ ファイル長 ＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準拠 

注１  １６進数は、０から９及びＡからＦを括弧でくくって表現する。 

注２  その他のディレクトリ項目はすべて空きディレクトリ項目でなければなら

ない。 

 

イ ＣＤ－Ｒ（コンパクトディスク） 

（ア） 媒体及び物理フォーマット 

ＪＩＳ ＴＳ Ｘ００２５－２００５の規格に適合する１２０mm コンパクトディスクを使

用する。 

（イ） 論理フォーマット 

論理フォーマットはＩＳＯ９６６０形式（レベル１）に準拠する。 

書き込みは、ディスクアットワンス（シングルセッション方式）方式とする。 

（ウ） ファイル構成 

２．１－（１）－ア－（ウ）のＭＯの「ファイル構成」と同じ。 

 

ウ ＦＤ（フロッピーディスク） 

（ア） 媒体 

ＪＩＳＸ６２２３－１９８７の規格に適合するフレキシブルディスクを使用する。 

（イ） 物理フォーマット 

物理フォーマットはＪＩＳＸ６２２５－１９９５に規定する情報記録方式に準拠する。 

（ウ） 論理フォーマット 

論理フォーマットはＪＩＳＸ０６０５－１９９７に規定する情報記録方式に準拠する。 

（エ） ファイル構成 

２．１－（１）－ア－（ウ）のＭＯの「ファイル構成」と同じ。 

 

(２) レコード形式 

ア レコード形式は可変長レコードとし、各レコードの末尾には改行コードを記録する。 

イ レコードにおける各項目間は、項目の区切りを示す１バイトの文字列（以下「コンマ」という。）で区

切り識別する。 

ウ 各項目は最大バイト数を規定するのみとする。項目形式が固定の項目については最大バイト数までの

記録を必須とする。 

項目形式が可変の項目で記録内容が最大桁数に満たない場合は、有効桁数までの記録としても差し支

えないものとする。 

エ モード毎の有効桁の判断は次のとおりとする。 

属  性 有  効  桁  の  判  断 

数字 
上位桁のゼロを除いた数字（但し項目形式が固定の場合は前ゼロを付

加する） 

英数 有効文字以降に継続する“英数スペース”を除いた英数カナ文字 
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漢字 有効文字以降に継続する“漢字スペース”を除いた漢字文字 

※属性「英数」は英数カナ文字を表すが、以降の表の表記上「英数」と表す。 

オ 内容を表現する文字の符号 

内容を記録する文字の符号は、ＪＩＳⅩ０２０１－１９７６の８単位符号及びＪＩＳⅩ０２０８－１

９８３の附属書１にて規定されているシフト符号化表現（シフトＪＩＳ）によるものとする。 

なお、内容を記録する文字以外の制御符号は、次のとおりとする。 

符号名称 
図形 

記号 
１６進数 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 
用       途 

コンマ , (2C) １ 項目の区切りを表現する。 

引用符 " (22) １  使用しない。 

改行コード  (0D)(0A) ２ レコードの区切りを表現する。 

ＥＯＦコード  (1A) １ ファイルの終わりを表現する。 

疑問符（全角） ？ (81)(48) ２ 
使用しない。（ＪＩＳ規程外コードが記録さ

れた場合、疑問符（全角）に置換する。） 

 

 

（３）ファイルフォーマット 

 医療機関等との交換情報のファイルは、以下の３種類のレコードから構成される。 

・コントロールレコード 

 ファイルの先頭（第一レコード）に作成し、交換情報の識別、レコード件数、送付元等の制御

情報を設定する。 

・データレコード 

 ファイルの第二レコード以降に作成し、交換情報のデータを設定する。 

・エンドレコード 

 ファイルの最終レコードとして作成し、交換情報の終端を表す。 

 

コントロールレコード 

データレコード 

……… 

データレコード 

エンドレコード 

 

 

（４）レコードフォーマット（ＭＯ・ＣＤ－Ｒ・ＦＤ共通） 

 各レコードはＣＳＶ形式で作成する。 

・コントロールレコードフォーマット  

 

ファイルの第一レコード 

ファイルの第二レコード以降のレコード 

ファイルの最終レコード 
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項番 項目 属性 
最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 

１ レコード種別 数字 １ 固定 コントロールレコードを示す１を設定する。 

２ 提出先番号 数字 １ 固定 １（支払基金・支払基金２５日請求分）、２（国保連合

会）、３（国保連合会２５日請求分）を設定する。 

 

３ レコード番号（連番） 数字 ９ 可変 ファイル内の先頭レコードからの連番（１から始ま

る通番）を設定する。 

マルチボリュームファイルの場合、マルチボリュー

ム全体での通番となる。 

４ ボリュ－ム通番 数字 ３ 可変 ボリュームに対して付与する番号。 

ボリュームにまたがらない単独のファイルの場合は

０を設定する。 

マルチボリュームファイルの場合は先頭ボリューム

からの連番（１から始まる通番）を設定する。 

５ レコード件数 数字 ９ 可変 データレコードの件数を設定する。（コントロールレ

コードおよびエンドレコードの件数は加算しない。） 

マルチボリュームファイルの場合、分割されたそれ

ぞれのファイル内でのデータレコード件数を設定す

る。 

６ 医療機関等番号 数字 １０ 固定 都道府県番号（別表１）＋点数表コード（別表２）

＋医療機関コードの１０桁で設定する。 

７ 分娩機関管理番号 数字 １０ 固定 産科医療補償制度加入時に（財）日本医療機能評価

機構より受けた管理番号を記録する。 

ただし、産科医療補償制度に未加入の場合は、null

とする。 

※参考 管理番号（１０桁）の決定方法 

最初の２桁は、“00”固定。 

３桁目が分娩機関種別で、１（病院）、２（診療所）、

３（助産所）。 

４，５桁目が都道府県番号。 

残り５桁が加入順に通し番号（分娩機関種別ごとには

分かれていない）。 

８ 請求年月 数字 ５ 固定 年号区分コードを含め、数字“GYYMM”の形式により

設定する。（請求書の提出年月を記載する。） 

９ ファイル管理番号 数字 ６ 可変 マルチボリュームファイルの場合にのみ意味を持つ 

作成するファイル単位に一意な値を設定する（分割

された複数のファイルは全て同じ管理番号とな

る。）。 

注 GYYMM の G は年号区分コード（別表３）、YY は和暦年、MM は月を示す。 
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・データレコードフォーマット 

項番 項目 属性 
最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 

１ レコード種別 数字 １ 固定 データレコードを示す２を設定する。 

２ レコード番号（連番） 数字 ９ 可変 ファイル内の先頭レコードからの連番（１から始ま

る通番）を設定する。 

マルチボリュームファイルの場合、マルチボリュー

ム全体での通番となる。 

３ データ    交換情報ごとに、CSV形式でデータを設定する。 

設定する内容は、各交換情報の「項目説明」を参照。 

 

・エンドレコードフォーマット 

項番 項目 属性 
最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 

１ レコード種別 数字 １ 固定 エンドレコードを示す３を設定する。 

２ レコード番号（連番） 数字 ９ 可変 ファイル内の先頭レコードからの連番（１から始ま

る通番）を設定する。 

マルチボリュームファイルの場合、マルチボリュー

ム全体での通番となる。 

 

２．２ データレコード 

２．２．１出産育児一時金等請求情報 

 

（１）１０日請求分については以下のとおりとする。 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

(1) 7111 出産育児一時金

等請求書情報 

医療機関等から出産育児一時金等請求を行

う際に提出する医療機関等単位の集計情

報。 

 

医療機関等 

→ 

支払機関 

月次 磁気 

 

(2) 7121 出産育児一時金

等代理申請・受取

請求書情報 

医療機関等から出産育児一時金等に係る請

求を行う際に提出する被保険者等単位の明

細情報。 

 

医療機関等 

→ 

支払機関 

月次 磁気 
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（２）２５日請求分については以下のとおりする。 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

(1) 7112 出産育児一時金

等請求書情報 

医療機関等から出産育児一時金等請求を行

う際に提出する医療機関等単位の集計情

報。 

医療機関等 

→ 

支払機関 

月次 磁気 

 

(2) 7122 出産育児一時金

等代理申請・受取

請求書情報 

医療機関等から出産育児一時金等に係る請

求を行う際に提出する被保険者等単位の明

細情報。 

医療機関等 

→ 

支払機関 

月次 磁気 

 

 

 

２．２．２出産育児一時金等請求書情報 

項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 

必須 

入力 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 固定 
交換情報識別番号を設定

する。 
○ 

“7111”又は 

“7112” 

２ 請求年月 数字 ５ 固定 

年号区分コードを含め、数

字“GYYMM”の形式により

設定する。（請求書の提出

年月を記載する。） 

○ 

 

３ 医療機関等番号 数字 １０ 固定 

都道府県番号（別表１）＋

点数表コード（別表２）＋

医療機関コードの１０桁

で設定する。 

○ 

 

４ 分娩機関管理番号 数字 １０ 固定 

産科医療補償制度加入時

に（財）日本医療機能評価

機構より受けた番号を記

録する。 

 

 

５ 件数 数字 ６ 可変 
請求件数の合計を設定す

る。 
○ 

 

６ 出産数 数字 ６ 可変 出産数の合計を設定する。 ○  

７ 
出産育児一時金等代理

受取額合計 
数字 １２ 可変 

出産育児一時金等代理受

取額の合計額を設定する。 
○ 

 

注 GYYMM の G は年号区分コード（別表３）、YY は和暦年、MM は月を示す。 
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２．２．３出産育児一時金等代理申請・受取請求書情報（複数レコード） 

項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 固定 交換情報識別番号を設定する。 
“7121” 又 は

“7122” 

２ 保険者番号 英数 ８ 固定 

１ 保険者番号を記録する。 

２ ８桁以内で設定された保険

者番号については右づめに記

録し残りは“スペース”を記

録する。 

 

３ 請求年月 数字 ５ 固定 

年号区分コードを含め、数字

“GYYMM”の形式により設定す

る。（請求書の提出年月を記載す

る。） 

 

４ 分娩区分 数字 １ 固定 
１（正常分娩）または２（異常

分娩）を設定する。 

 

５ 医療機関等番号 数字 １０ 固定 

都道府県番号（別表１）＋点数

表コード（別表２）＋医療機関

コードの１０桁で設定する。 

省略可 

６ 分娩機関管理番号 数字 １０ 固定 

産科医療補償制度加入時に（財）

日本医療機能評価機構より受け

た管理番号を記録する。 

省略可 

７ 加入制度区分 数字 １ 固定 
１（社会保険加入）または２（国

民健康保険加入）を設定する。 

 

８ 本人・家族区分 数字 １ 固定 
１（本人）または５（家族）を

設定する。 
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項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 備考 

 

９ 

 

被保険者証記号 

英数

又は

漢字 

４０ 可変 

１ 被保険者証（日雇特例被保

険者の受給資格者票又は特別

療養費受給票若しくは国民健

康保険被保険者資格証明書を

含む。）等の「記号及び番号」

欄の記号を左づめに記録す

る。 

２ ３８バイトまでの記録とす

る。 

３ 記録する記号が３８バイト

に満たない場合は、後続する

“スペース”を省略しても差

し支えない。 

４ 英数モードと漢字モードの

文字を混在して記録しない。 

５ 英数モードで記録する場合

は、有効桁数を最大１９桁以

内で記録する。 

６ 番号のみ設定されている場

合は、記録を省略する。 

漢字の場合は番

号の記録バイト

と合わせて３８

バイト（１９桁）

以内とする。 

英数の場合は番

号の記録バイト

と合わせて１９

バイト（１９桁）

以内とする。 

 

10 

 

被保険者証番号 

英数

又は

漢字 

４０ 可変 

１ 被保険者証（日雇特例被保

険者の受給資格者票又は特別

療養費受給票若しくは国民健

康保険被保険者資格証明書を

含む。）等の「記号及び番号」

欄の番号を左づめに記録す

る。 

２ ３８バイトまでの記録とす

る。 

３ 記録する記号が３８バイト

に満たない場合は、後続する

“スペース”を省略しても差

し支えない。 

４ 英数モードと漢字モードの

文字を混在して記録しない。 

５ 英数モードで記録する場合

は、有効桁数を最大１９桁以

内で記録する。 

漢字の場合は記

号の記録バイト

と合わせて３８

バイト（１９桁）

以内とする。 

英数の場合は記

号の記録バイト

と合わせて１９

バイト（１９桁）

以内とする。 
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項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 備考 

 

11 

 

妊婦氏名 漢字 ４０ 可変 

１ 姓名を記録する。 

２ 姓と名の間に“スペース”

を１桁記録する。 

３ 姓名が４０バイトに満たな

い場合は、後続する“スペー

ス”を省略しても差し支えな

い。 

４ 全角カナとして記録。 

 

12 生年月日 数字 ７ 固定 

当該妊婦の生年月日について、

和暦の年号区分コードを含め、

数字“GYYMMDD”の形式により設

定する。 

 

13 在胎週数 数字 ２ 可変 在胎週数を記録する。  

 

14 

 

出産年月日 数字 ７ 固定 

和暦の年号区分コードを含め、

数字“GYYMMDD”の形式により設

定する。 

 

15 死産有無 数字 １ 固定 
１（死産）２（死産でない）３

（混在）のいずれかを設定する。 

 

16 出産数 数字 １ 固定 
出産のあった児の数を記録す

る。 

 

17 入院日数 数字 ３ 可変 
当該医療機関等に入院していた

日数を記録する。 

 

 

18 

 

産科医療補償制度対象

分娩区分 
数字 １ 固定 

１（対象分娩）２（対象分娩で

ない）３（混在）のいずれかを

設定する。 

 

19 入院料 数字 ８ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

 

20 室料差額 数字 ８ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 
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項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 備考 

21 分娩介助料 数字 ８ 可変 

正常分娩時は、null。 

異常分娩であって、相当費用が

発生していない場合は、０（ゼ

ロ）を設定する。 

異常分娩（分娩

に係る異常が発

生し、鉗子娩出

術、吸引娩出術、

帝王切開術等の

産科手術又は処

置等が行われ、

当該診療行為に

係る診療報酬明

細書において特

記事項に「２５

出産」と記載さ

れたもの）時の

み記録する。  

22 分娩料 数字 ８ 可変 

異常分娩時は、null。 

正常分娩であって、相当費用が

発生していない場合は、０（ゼ

ロ）を設定する。 

正常分娩（分娩

が療養の給付の

対象とならなか

った場合）時の

み記録する。  

23 新生児管理保育料 数字 ８ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

 

24 検査・薬剤料 数字 ８ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

 

25 処置・手当料 数字 ８ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

 

26 産科医療補償制度 数字 ６ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

 

27 その他 数字 ８ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

 

28 一部負担金等 数字 ８ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

 

29 妊婦合計負担額 数字 ８ 可変   

30 代理受取額 数字 ８ 可変   

31 備考 

英数 

又は 

漢字 

６０ 可変 

  

注 GYYMMDD、GYYMM の G は年号区分コード（別表３）、YY は和暦年、MM は月、DD は日を示す。 
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別表１ 都道府県コード 

コード名 コード コード内容 

都道府県コード 

０１ 北 海 道 

０２ 青 森 

０３ 岩 手 

０４ 宮 城 

０５ 秋 田 

０６ 山 形 

０７ 福 島 

０８ 茨 城 

０９ 栃 木 

１０ 群 馬 

１１ 埼 玉 

１２ 千 葉 

１３ 東 京 

１４ 神 奈 川 

１５ 新 潟 

１６ 富 山 

１７ 石 川 

１８ 福 井 

１９ 山 梨 

２０ 長 野 

２１ 岐 阜 

２２ 静 岡 

２３ 愛 知 

２４ 三 重 

２５ 滋 賀 

２６ 京 都 

２７ 大 阪 

２８ 兵 庫 

２９ 奈 良 

３０ 和 歌 山 

３１ 鳥 取 

３２ 島 根 

３３ 岡 山 

３４ 広 島 

３５ 山 口 

３６ 徳 島 

３７ 香 川 
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３８ 愛 媛 

３９ 高 知 

４０ 福 岡 

４１ 佐 賀 

４２ 長 崎 

４３ 熊 本 

４４ 大 分 

４５ 宮 崎 

４６ 鹿 児 島 

４７ 沖 縄 
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別表２ 点数表コード 

コード名 コード コード内容 

点数表コード 

１ 医科 

０ 助産所 

３ 医科（２５日請求分） 

４ 助産所（２５日請求分） 

 

別表３ 年号区分コード 

コード名 コード コード内容 

年号区分コード 

１ 明治 

２ 大正 

３ 昭和 

４ 平成 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保険者 － 支払機関） 

 

 

 

 

平成２２年７月制定 

平成２８年 12月改正 

 

厚 生 労 働 省 

 

 

出産育児一時金等の代理申請・受取請

求に係る記録条件仕様 
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１ データ交換の種類 

 支払機関（国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）及び社会保険診療報酬支払基金（以

下「支払基金」という。）をいう。以下同じ。）と保険者との間で、交換情報の授受を実現するための

データ交換方式は次の通りである。 

・ ＣＤ－Ｒ（コンパクトディスク）によるデータ交換 

２ インタフェース仕様 

２．１交換情報の仕様 

（１）媒体仕様 

ア ＣＤ－Ｒ（コンパクトディスク） 

（ア） 媒体及び物理フォーマット 

ＪＩＳ ＴＳ Ｘ００２５－２００５の規格に適合する１２０mm コンパクトディスクを使

用する。 

（イ） 論理フォーマット 

論理フォーマットはＩＳＯ９６６０形式（レベル１）に準拠する。 

書き込みは、ディスクアットワンス（シングルセッション方式）方式とする。 

（ウ） ファイル構成 

光ディスクのファイル構成は以下に規定するものを除きＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準

拠する。 

ａ ルートディレクトリのディレクトリ項目は以下のとおりとする。 

（ａ） ボリュームラベル項目の有無は任意とする。 

（ｂ） サブディレクトリ指示項目はあってはならない。 

（ｃ） ディレクトリ項目のうち使用中のファイル項目を以下に示す。 

ファイル名は保険者番号（８桁）とし、拡張名を”csv”とする。 

ただし、２５日請求分については拡張名を”cs2”とする。 

文字位置 名 前 内 容 

１～８ 名前（１～８

桁目） 

保険者番号を記録する。 

８桁に満たない場合は前に０を付して８桁とする。 

９～１１ 拡張名 １０日請求分 “CSV” 

２５日請求分 “CS2” 

１２ 属性 (00)又は(20) 

１３～２２ 予約 ＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準拠 

２３～２４ 記録時刻 ＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準拠 

２５～２６ 記録日付 ＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準拠 

２７～２８ 先頭クラスタ

番号 

ＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準拠 

２９～３２ ファイル長 ＪＩＳＸ０６０５－１９９７に準拠 

注１ １６進数は、０から９及びＡからＦを括弧でくくって表現する。 

注２  その他のディレクトリ項目はすべて空きディレクトリ項目でなければならない。 
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(２) レコード形式 

ア レコード形式は可変長レコードとし、各レコードの末尾には改行コードを記録する。 

イ レコードにおける各項目間は、項目の区切りを示す１バイトの文字列（以下「コンマ」という。）で

区切り識別する。 

ウ 各項目は最大バイト数を規定するのみとする。項目形式が固定の項目については最大バイト数まで

の記録を必須とする。 

項目形式が可変の項目で記録内容が最大桁数に満たない場合は、有効桁数までの記録としても差し

支えないものとする。 

エ モード毎の有効桁の判断は次のとおりとする。 

属性 有  効  桁  の  判  断 

数字 
上位桁のゼロを除いた数字（但し項目形式が固定の場合は前ゼロを付

加する） 

英数 有効文字以降に継続する“英数スペース”を除いた英数カナ文字 

漢字 有効文字以降に継続する“漢字スペース”を除いた漢字文字 

※属性「英数」は英数カナ文字を表すが、以降の表の表記上「英数」と表す。 

オ 内容を表現する文字の符号 

内容を記録する文字の符号は、ＪＩＳⅩ０２０１－１９７６の８単位符号及びＪＩＳⅩ０２０８－

１９８３の附属書１にて規定されているシフト符号化表現（シフトＪＩＳ）によるものとする。 

なお、内容を記録する文字以外の制御符号は、次のとおりとする。 

符号名称 
図形 

記号 
１６進数 最大ﾊﾞｲﾄ数 用       途 

コンマ , (2C) １ 項目の区切りを表現する。 

引用符 " (22) １  使用しない 

改行コード  (0D)(0A) ２ レコードの区切りを表現する。 

ＥＯＦコード  (1A) １ ファイルの終わりを表現する。 

疑問符（全角） ？ (81)(48) ２ 
使用しない。（ＪＩＳ規程外コードが記録さ

れた場合、疑問符（全角）に置換する。） 

 

 

（３）ファイルフォーマット 

 医療機関等との交換情報のファイルは、以下の３種類のレコードから構成される。 

・コントロールレコード 

 ファイルの先頭（第一レコード）に作成し、交換情報の識別、レコード件数、送付元等の制御

情報を設定する。 

・データレコード 

 ファイルの第二レコード以降に作成し、交換情報のデータを設定する。 

・エンドレコード 
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 ファイルの最終レコードとして作成し、交換情報の終端を表す。 

 

コントロールレコード 

データレコード 

……… 

データレコード 

エンドレコード 

 

（４）レコードフォーマット 

 各レコードはＣＳＶ形式で作成する。 

・コントロールレコードフォーマット  

 

項番 項目 属性 
最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 

１ レコード種別 数字 １ 固定 コントロールレコードを示す1を設定する。 

２ 請求元番号 数字 １ 固定  

 

番号 支払基金 国保連 

１ 異常分娩請求分 ― 

２ 正常分娩10日請求分 10 日請求分 

３ 正常分娩25日請求分 25 日請求分 

 

 

３ レコード番号（連番） 数字 ９ 可変 ファイル内の先頭レコードからの連番（１から始ま

る通番）を設定する。 

マルチボリュームファイルの場合、マルチボリュー

ム全体での通番となる。 

４ ボリュ－ム通番 数字 ３ 可変 ボリュームに対して付与する番号。 

ボリュームにまたがらない単独のファイルの場合は

０を設定する。 

マルチボリュームファイルの場合は先頭ボリューム

からの連番（１から始まる通番）を設定する。 

５ レコード件数 数字 ９ 可変 データレコードの件数を設定する（コントロールレ

コードおよびエンドレコードの件数は加算しな

い。）。 

マルチボリュームファイルの場合、分割されたそれ

ぞれのファイル内でのデータレコード件数を設定す

る。 

６ 保険者番号 数字 ８ 固定 保険者番号８桁で設定する 

ファイルの第一レコード 

ファイルの第二レコード以降のレコード 

ファイルの最終レコード 
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項番 項目 属性 
最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 

７ 請求年月 数字 ５ 固定 年号区分コードを含め、数字“GYYMM”の形式により

設定する（医療機関等が支払機関に請求書の提出を

した年月を記載する。） 

 

８ ファイル管理番号 数字 ６ 可変 マルチボリュームファイルの場合にのみ意味を持つ 

作成するファイル単位に一意な値を設定（分割され

た複数のファイルは全て同じ管理番号となる） 

注 GYYMM の G は年号区分コード（別表４）、YY は和暦年、MM は月を示す。 

 

・データレコードフォーマット 

項番 項目 属性 
最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 

１ レコード種別 数字 １ 固定 データレコードを示す2を設定 

２ レコード番号（連番） 数字 ９ 可変 ファイル内の先頭レコードからの連番（１から始ま

る通番）を設定 

マルチボリュームファイルの場合、マルチボリュー

ム全体での通番となる 

３ データ    交換情報ごとに、CSV形式でデータを設定 

設定する内容は、各交換情報の「項目説明」を参照 

 

・エンドレコードフォーマット 

項番 項目 属性 
最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 

１ レコード種別 数字 １ 固定 エンドレコードを示す３を設定 

２ レコード番号（連番） 数字 ９ 可変 ファイル内の先頭レコードからの連番（１から始ま

る通番）を設定 

マルチボリュームファイルの場合、マルチボリュー

ム全体での通番となる 
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２．２ データレコード 

２．２．１出産育児一時金等請求情報 

 

（１）１０日請求分については、以下のとおりとする。 

 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

(1) 7111 出産育児一時金

等請求書情報 

支払機関から出産育児一時金等請求を行う

際に提出する保険者単位の集計情報。 

支払機関 

→ 

保険者 

月次 磁気 

 

(2) 7121 出産育児一時金

等代理申請・受取

請求書情報 

支払機関から出産育児一時金等に係る請求

を行う際に提出する被保険者等単位の明細

情報。 

支払機関 

→ 

保険者 

月次 磁気 

 

 

（２）２５日請求分については、以下のとおりとする。 

項番 識別 情報名 内容 ルート 周期 媒体 

(1) 7112 出産育児一時金

等請求書情報 

支払機関から出産育児一時金等請求を行う

際に提出する保険者単位の集計情報。 

支払機関 

→ 

保険者 

月次 磁気 

 

(2) 7122 出産育児一時金

等代理申請・受取

請求書情報 

支払機関から出産育児一時金等に係る請求

を行う際に提出する被保険者等単位の明細

情報。 

支払機関 

→ 

保険者 

月次 磁気 

 

 

 

２．２．２出産育児一時金等請求書情報 

項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 

必須 

入力 
備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 固定 
交換情報識別番号を設定

する。 
○ 

“7111”又は

“7112” 

２ 請求年月 数字 ５ 固定 

年号区分コードを含め、数

字“GYYMM”の形式により

設定する。 ○ 

医療機関等が

支払機関に請

求書の提出を

した年月を記

載する。 

３ 保険者番号 数字 ８ 固定 
保険者番号８桁で設定す

る 
○ 

 

４ 件数 数字 ６ 可変 
請求件数の合計を設定す

る。 
○ 
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５ 出産数 数字 ６ 可変 出産数の合計を設定する。 ○  

６ 
出産育児一時金等代理

受取額合計 
数字 １２ 可変 

出産育児一時金等代理受

取額の合計額を設定する。 
○ 

 

※ GYYMM の G は年号区分コード（別表４）、YY は和暦年、MM は月を示す。 

 

２．２．３出産育児一時金等代理申請・受取請求書情報（複数レコード） 

項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 備考 

１ 交換情報識別番号 英数 ４ 固定 
交換情報識別番号を設定する。 “7121” 又 は

“7122” 

２ 請求区分 数字 １ 固定 請求区分（別表１）を設定する。  

３ 保険者番号 英数 ８ 固定 
保険者番号を設定する。  

４ 請求年月 数字 ５ 固定 

年号区分コードを含め、数字

“GYYMM”の形式により設定す

る。（医療機関等が支払機関に請

求書の提出をした年月を記載す

る。） 

 

５ 分娩区分 数字 １ 固定 
１（正常分娩）または２（異常

分娩）を設定する。 

 

６ 医療機関番号 数字 １０ 固定 

都道府県番号（別表２）＋点数

表コード（別表３）＋医療機関

コードの１０桁で設定する 

 

 

７ 分娩機関管理番号 数字 １０ 固定 

産科医療補償制度加入時に（財）

日本医療機能評価機構より受け

た管理番号を記録する。 

 

８ 加入制度区分 数字 １ 固定 
１（社会保険加入）または２（国

民健康保険加入）を設定する。 

 

９ 本人・家族区分 数字 １ 固定 
１（本人）または５（家族）を

設定する。 
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項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 備考 

 

10 

 

被保険者証記号 

英数

又は

漢字 

４０ 可変 

１ 被保険者証（日雇特例被保

険者の受給資格者票又は特別

療養費受給票若しくは国民健

康保険被保険者資格証明書を

含む。）等の「記号及び番号」

欄の記号を左づめに記録す

る。 

２ ３８バイトまでの記録とす

る。 

３ 記録する記号が３８バイト

に満たない場合は、後続する

“スペース”を省略しても差

し支えない。 

４ 英数モードと漢字モードの

文字を混在して記録しない。 

５ 英数モードで記録する場合

は、有効桁数を最大１９桁以

内で記録する。 

６ 番号のみ設定されている場

合は、記録を省略する。 

漢字の場合は番

号の記録バイト

と合わせて３８

バイト（１９桁）

以内とする。 

英数の場合は番

号の記録バイト

と合わせて１９

バイト（１９桁）

以内とする。 

 

11 

 

被保険者証番号 

英数

又は

漢字 

４０ 可変 

１ 被保険者証（日雇特例被保

険者の受給資格者票又は特別

療養費受給票若しくは国民健

康保険被保険者資格証明書を

含む。）等の「記号及び番号」

欄の番号を左づめに記録す

る。 

２ ３８バイトまでの記録とす

る。 

３ 記録する記号が３８バイト

に満たない場合は、後続する

“スペース”を省略しても差

し支えない。 

４ 英数モードと漢字モードの

文字を混在して記録しない。 

５ 英数モードで記録する場合

は、有効桁数を最大１９桁以

内で記録する。 

漢字の場合は記

号の記録バイト

と合わせて３８

バイト（１９桁）

以内とする。 

英数の場合は記

号の記録バイト

と合わせて１９

バイト（１９桁）

以内とする。 
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項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 備考 

 

12 

 

妊婦氏名 漢字 ４０ 可変 

１ 姓名を記録する。 

２ 姓と名の間に“スペース”

を１桁記録する。 

３ 姓名が４０バイトに満たな

い場合は、後続する“スペー

ス”を省略しても差し支えな

い。 

４ 全角カナとして記録。 

 

13 生年月日 数字 ７ 固定 

当該妊婦の生年月日について、

和暦の年号区分コードを含め、

数字“GYYMMDD”の形式により設

定する。 

 

 

14 

 

在胎週数 数字 ２ 可変 

在胎週数を記録する。  

 

15 

 

出産年月日 数字 ７ 固定 

和暦の年号区分コードを含め、

数字“GYYMMDD”の形式により設

定する 

 

 

16 

 

死産有無 数字 １ 固定 

１（死産）２（死産でない）３

（混在）のいずれかを設定する 

 

 

17 

 

出産数 数字 １ 固定 

出産のあった児の数を記録す

る。 

 

 

18 

 

入院日数 数字 ３ 可変 

当該医療機関等に入院していた

日数を記録する。 

 

 

19 

 

産科医療補償制度対象

分娩区分 
数字 １ 固定 

１（対象分娩）２（対象分娩で

ない）３（混在）のいずれかを

設定する 

 

20 入院料 
英数 

９ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

注１ 

21 室料差額 
英数 

９ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

注１ 
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項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 備考 

22 分娩介助料 

 

 

 

 

 

 

 

英数 ９ 可変 

正常分娩時は、null。 

異常分娩であって、相当費用が

発生していない場合は、０（ゼ

ロ）を設定する。 

注１ 

異常分娩（分娩

に係る異常が発

生し、鉗子娩出

術、吸引娩出術、

帝王切開術等の

産科手術又は処

置等が行われ、

当該診療行為に

係る診療報酬明

細書において特

記事項に「２５

出産」と記載さ

れたもの）時の

み記録する。  

23 分娩料 

 

 

英数 ９ 

 
可変 

異常分娩時は、null。 

正常分娩であって、相当費用が

発生していない場合は、０（ゼ

ロ）を設定する。 

注１ 

正常分娩（分娩

が療養の給付の

対象とならなか

った場合）時の

み記録する。  

24 新生児管理保育料 
英数 

９ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

注１ 

25 検査・薬剤料 
英数 

９ 可変 
相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

注１ 

26 処置・手当料 
英数 ９ 

 
可変 

相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

注１ 

27 産科医療補償制度 
英数 ７ 

 
可変 

相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

注１ 

28 その他 
英数 ９ 

 
可変 

相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

注１ 

29 一部負担金等 
英数 ９ 

 
可変 

相当費用が発生していない場合

は、０（ゼロ）を設定する。 

注１ 

30 妊婦合計負担額 
英数 ９ 

 
可変 

 注１ 

31 代理受取額 
英数 ９ 

 
可変 

 注１ 
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項

番 
項目名 属性 

最大 

ﾊﾞｲﾄ数 

項目

形式 
内容 備考 

32 備考 

英数 

又は 

漢字 

６０ 可変 

医療機関が記録したものを設定

する。 

 

 

33 予備 英数 １００ 可変   

※ GYYMMDD、GYYMM の G は年号区分コード（別表４）、YY は和暦年、MM は月、DD は日を示す。 

注１ 過誤調整分は負符号（－）を付加して記録する。
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別表１ 請求区分コード 

コード名 コード コード内容 

請求区分コード 

１ 
電子媒体による出産育児一時金等代

理申請・受取請求書情報の請求 

２ 
紙による出産育児一時金等代理申請・

受取請求書情報の請求 

３ 
出産育児一時金等代理申請・受取請求

書情報の過誤調整分 

 

 

別表２ 都道府県コード 

コード名 コード コード内容 

都道府県コード 

０１ 北 海 道 

０２ 青 森 

０３ 岩 手 

０４ 宮 城 

０５ 秋 田 

０６ 山 形 

０７ 福 島 

０８ 茨 城 

０９ 栃 木 

１０ 群 馬 

１１ 埼 玉 

１２ 千 葉 

１３ 東 京 

１４ 神 奈 川 

１５ 新 潟 

１６ 富 山 

１７ 石 川 

１８ 福 井 

１９ 山 梨 

２０ 長 野 

２１ 岐 阜 

２２ 静 岡 

２３ 愛 知 

２４ 三 重 

２５ 滋 賀 

２６ 京 都 

２７ 大 阪 
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２８ 兵 庫 

２９ 奈 良 

３０ 和 歌 山 

３１ 鳥 取 

３２ 島 根 

３３ 岡 山 

３４ 広 島 

３５ 山 口 

３６ 徳 島 

３７ 香 川 

３８ 愛 媛 

３９ 高 知 

４０ 福 岡 

４１ 佐 賀 

４２ 長 崎 

４３ 熊 本 

４４ 大 分 

４５ 宮 崎 

４６ 鹿 児 島 

４７ 沖 縄 

 

 

 

別表３ 点数表コード 

コード名 コード コード内容 

点数表コード 
１ 医科 

０ 助産所 

 

別表４ 年号区分コード 

コード名 コード コード内容 

年号区分コード 

１ 明治 

２ 大正 

３ 昭和 

４ 平成 

 

 

 



「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様について」（平成 21 年８月 24 日保保発 0824 第１～３号、保国発 0824 第１～３号）別添
「出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様」

新 旧 対 照 表

改 正 後 現 行

出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様 出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様
（医療機関等－支払機関） 〈支払早期化対応分〉

（医療機関等－支払機関）

２．１交換情報の仕様 ２．１交換情報の仕様
(４)レコードフォーマット（MO・CD-R・FD共通） (４)レコードフォーマット（MO・CD-R・FD共通）

項番２「提出先番号」 項番２「提出先番号」
内容「１（支払基金・支払基金２５日請求分）、２（国保連合 内容「１（支払基金）、２（国保連合会）、３（国保連合会２５日

会）、３（国保連合会２５日請求分）を設定する。」 請求分）を設定する。」

改 正 後 現 行

出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様 出産育児一時金等の代理申請・受取請求に係る記録条件仕様
（保険者－支払機関） 〈支払早期化対応分〉

（保険者－支払機関）

２．１交換情報の使用 ２．１交換情報の使用
（４）レコードフォーマット （４）レコードフォーマット

項番２「請求元番号」 項番２「請求元番号」
内容「１（支払基金）、２（国保連合会）、３（国保連合会２５日

内容 請求分）を設定する。」

番号 支払基金 国保連

１ 異常分娩請求分 ―

２ 正常分娩１０日請求分 １０日請求分

３ 正常分娩２５日請求分 ２５日請求分



項番７「請求年月」 項番７「請求年月」
内容「年号区分コードを含め、数字“GYYMM”の形式により 内容「年号区分コードを含め、数字“GYYMM”の形式により設定

設定する（医療機関等が支払機関に請求書の提出をした年月を記 する（医療機関等が支払機関に請求書の提出をした年月を記載する。）
載する。）」 ※ 支払機関から保険者への請求年月を設定する。ただし、以下２.

２データレコードの「請求年月」については、支払基金は、「出産年
月」を記録する。国保連合会は、医療機関等から医療機関等が支払機
関に請求書の提出をした年月を記録する。」

２．２．２出産育児一時金等請求書情報
２．２．２出産育児一時金等請求書情報 項番２「請求年月」

項番２「請求年月」 備考「※支払基金 「出産年月」を記録する。※国保連合会 医療
備考「医療機関等が支払機関に請求書の提出をした年月を記載 機関等が支払機関に請求書の提出をした年月を記載する。」

する。」


